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第３章 航空災害対策計画 

 

第１節 災害予防 

 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 趣旨 

航空災害による被害を最小限にとどめるため、県及び関係機関は、空港施設設備の整備をはじめ、

情報収集・伝達体制や応急活動体制の整備、資機材の整備など基本的な対策を推進する。また、関

係機関が連携して防災訓練を実施することにより、航空災害発生時の効果的な応急対策に備える。 

 

２ 対策の体系 

災

害

予

防 

  
空 港 施 設 の 安 全 管 理 

  
   
  

災 害 情 報 の 収 集 ・ 連 絡 体 制 の 整 備 
  
   
  

災 害 応 急 活 動 体 制 の 整 備 
  
   
  

資 機 材 の 整 備 
  
   
  

防 災 訓 練 
  

 ３ 留意点 

   この航空災害対策計画に定めのない事項については第２編「風水害対策計画」による。 

 

第２ 空港施設の安全管理 

 

１ 基本的事項 

空港又は航空保安施設の設置者は、航空法第47条第１項の規定の定めるところにより、国土交通

省令に定める保安上の基準に従って当該施設を管理する責任を有している。 

そこで、出雲空港、石見空港及び隠岐空港の設置者である県は、航空機の安全運航及び空港利用

者の安全を確保するため、航空法、関係法令及び基準等に従い、空港を適切に管理する。 

 

２ 施設設備の整備 

   ◆実施機関 県（土木部港湾空港課）、空港管理事務所、航空会社、航空関連会社等 

 

空港管理者である県は、航空法第47条で定める空港の保安及び管理の基準に基づき航空災害の災

害防止を図る。 

保安上の基準については、航空法施行規則第92条において、空港設置基準の維持、点検及び清掃、

空港における禁止行為の掲示、立入禁止区域の標識の設置、関係行政機関との連絡設備の設置、業

務日誌の備え付け等について定められているが、特に消火救難については、「空港における航空機

の火災その他の事故に対処するため必要な消火設備及び救難設備を備え、事故が発生したときは、

直ちに必要な措置を執ること。」と定められている。 
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このため、県は、空港における航空機の火災その他の事故に対処するため必要な消火設備及び救

難設備を整え、事故発生に速やかに対処できるよう日常から点検・管理を行う。 

 

第３ 災害情報の収集・連絡体制の整備 

 

１ 基本的事項 

航空機の墜落炎上等により多数の死傷者を伴う大規模災害が発生した場合には、多種多様かつ多

量の災害情報を伝達する必要が生じる。よって、県、市町村及び防災関係機関が迅速かつ的確に防

災対策を実施するために、これらの災害情報を迅速かつ的確に収集・伝達・処理するソフト、ハー

ド両面の仕組みを整備する。 

 

２ 情報通信設備の整備 

   ◆実施機関 県（土木部港湾空港課、警察本部）、空港管理事務所、航空会社、航空関連会社等、消防本部 

 

(1) 情報収集伝達機器の整備等 

県は、空港及びその周辺において、航空機の墜落炎上等により多数の死傷者を伴う大規模災害

が発生した場合に、事故の状況等に関する情報を迅速かつ正確に収集するため、無線機器等各種

情報伝達機器の整備を図るとともに、災害時に的確に使用できるよう日常業務又は訓練を通じて、

使用方法等について習熟を図る。 

なお、移動通信系の運用においては、通信輻輳時の混信等に留意するため、通信輻輳時及び途

絶時を想定した通信統制や重要通信の確保及び非常通信を取り入れた実践的通信訓練を定期的

に実施する。 

 

(2) 情報収集・連絡要員の指定  

県は、迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の重要性に鑑み、各空港管理事務所において発災

現場等で情報の収集・連絡に当たる要員をあらかじめ指定しておく。 

 

３ 総合防災情報システムの活用 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、各部局）、市町村、防災関係機関 

 

総合防災情報システムを活用して災害情報を収集し、端末が設置された市町村及び関係機関へ的

確に伝達できるよう、日常業務又は訓練を通じて、使用方法等について習熟を図る。 

 

第４ 災害応急活動体制の整備 

 

１ 基本的事項 

出雲空港、石見空港及び隠岐空港並びにその周辺及びそれ以外の地域において、航空機の墜落炎

上等により多数の死傷者を伴う大規模な災害が発生した場合に効果的な応急対策を実施できるよ

う、県、市町村及び防災関係機関は、防災体制を整備し、関係機関との相互連携体制を確立する。 

 

２ 防災組織の整備 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、市町村、消防本部、空港管理事務所、自衛隊、海

上保安官署、航空会社、航空関連会社等 

 

(1) 防災組織の整備 

県（空港管理者）、航空事業者及び防災関係機関は、空港及びその周辺における事故に迅速に

対応するため、初動体制及び相互の連携を「空港緊急計画」として定める。 
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(2) 応急活動マニュアルの整備、周知 

各空港管理事務所は、必要に応じ応急活動のためのマニュアルを整備し、職員に周知するとと

もに、活動手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携等につ

いて徹底を図る。 

 

３ 広域応援協力体制の整備 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、市町村、消防本部、空港管理事務所、自衛隊、海

上保安官署、航空会社、航空関連会社等 

 

(1) 共通 

航空災害発生時には、空港管理事務所、消防本部、警察本部、医療機関、自衛隊、海上保安官

署、航空会社、航空関連会社等相互の連携体制が重要であることから、これらの機関は、応急活

動及び復旧活動に関し、平常時より連携を強化しておく。 

 また、県及び市町村等は、所要の資機材の調達等に関する応援体制の充実に努める。 

 

(2) 警察本部 

 警察本部は、広域緊急援助隊の運用に関し、平素から警察庁及び中国管区警察局と緊密な連携

を図り、事故発生時において、迅速かつ広域的な支援が行われるよう体制の整備を推進する。 

 

(3) 消防本部 

消防本部は、島根県地域防災計画（資料編）「島根県下市町村及び消防にかかる一部事務組合

の相互応援協定」に基づき派遣する応援隊等による消火人命救助活動等の支援体勢の整備に努め

る。 

 

第５ 資機材の整備 

 

１ 基本的事項 

航空災害が発生した場合には、多くの傷病者を生ずるのが通例であることから、レスポンスタイ

ム（救難及び消防本部に対する最初の通報（呼び出し）から救難及び消防車両が事故に対して最初

の効果的活動の開始までに要した時間）を短くすることが重要であり、そのために有効な救急自動

車、医薬品等の防災装備・資機材等の整備を推進する。 

 

２ 防災装備等の整備・充実 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、市町村、消防本部、空港管理事務所、自衛隊、海

上保安官署、航空会社、航空関連会社等 

 

(1) 各種防災装備等の整備 

ア 関係資機材の整備 

県（空港管理者）は、航空法、関係法令及び基準等に従い、空港に必要な資機材を整備する。

また、県及び関係機関は空港周辺以外の地域での事故に対応するため、必要な資機材を整備す

る。 

 

イ 消防施設・資機材、医療資機材等の情報 

空港管理事務所及び関係機関は、事故に備えて整備する消防施設や備蓄する資機材等につい

て、その備蓄整備状況を消防本部に連絡するとともに、消防及び医療機関の指導を受ける。 
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(2) 資機材等の調達 

防災関係機関は、災害時における必要な資機材等の調達の円滑化を図るため、調達先の確認等

の措置を講じておく。 

 

第６ 防災訓練 

 

１ 基本的事項 

航空災害発生時には、県、市町村、防災関係機関等は、法令又は地域防災計画の定めるところに

より災害応急対策活動を実施するが、これらの応急対策活動が円滑に行われるよう、機関相互に連

携した防災訓練を実施する。 

 

２ 総合防災訓練 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部港湾空港課、警察本部）、市町村、消防本部、空港管理事務所、

自衛隊、海上保安官署、航空会社、航空関連会社等 

 

県、空港管理事務所、市町村、消防本部、警察機関、医療機関、自衛隊、海上保安官署、航空会

社、航空関連会社等は、各機関相互の緊密な協力・連携体制を確立するとともに、地域防災計画の

内容の理解と防災意識の高揚を図るため、一体となって、初期活動訓練や各防災機関の連携訓練な

ど災害応急対策について実践的で実効性のある総合的な防災訓練を実施する。 

また、消防本部は、消防、救急・救助活動の円滑な遂行を図るため、不測の事態を想定し、火災

防御訓練、救助救出・避難誘導訓練等関係機関と一体となった消防訓練を実施する。 

さらに、県、市町村、医師会、日赤、薬剤師会等の医療関係機関は、災害時の効果的な医療救護

活動を実施できるよう、各機関と連携した医療救護訓練を実施する。 

 

３ 防災訓練の事後評価 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部港湾空港課、警察本部）、市町村、消防本部、空港管理事務所、

自衛隊、海上保安官署、航空会社、航空関連会社等 

 

防災訓練実施後は、関係機関等訓練参加者の意見を収集するなどの方法により、成果及び問題点

を点検・評価し、これらの検討結果に基づき防災体制や防災活動要領等の改善について検討する。 
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第２節 災害応急対策 

 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 趣旨 

航空災害が発生した場合、災害の発生場所や時間帯等によって様々な防災活動需要や活動上の制

約が生ずる。また、空港管理事務所のほか、市町村、消防本部、医師会、日赤、地元住民、ボラン

ティアも含む数多くの機関、団体が関与する。 

従って、空港管理事務所ほか、県、市町村等の各防災機関は、収集・連絡された情報に基づき、

迅速かつ的確に応急措置を実施することができるよう、直ちに必要な活動体制をとるとともに、こ

れら防災関係機関は、緊密な連携の確保に努める。 

なお、各空港管理事務所は、その管理する空港及びその周辺において航空災害、火災その他の災

害が発生したとき又は発生すると予想される場合おいては、各空港において定められた消火救難計

画、消火救難隊業務要領等に従い、必要な体制をとり、消火救難活動等を実施する。この場合にお

いて、航空災害対策本部又は航空災害災害対策本部が設置されたときは、その指揮下において活動

する。 

 

２ 対策の体系 

 

災

害

応

急

対

策 

  
災 害 情 報 の 収 集 ・ 伝 進 

  
   
  

災 害 応 急 活 動 体 制 の 確 立 
  
   
  

救 急 ・ 救 助 、 医 療 救 護 、 捜 索 及 び 消 火 活 動 
  
   
  

交 通 の 確 保 
  
   
  

災 害 広 報 等 
  

 

第２ 災害情報の収集・伝達 

 

１ 基本的事項 

県、市町村及び防災関係機関は、航空災害時において、災害応急対策を適切に実施するため相互

に密接な連携のもとに、迅速かつ的確に災害情報を収集、伝達することに努める。 

航空災害の発生に際し、的確な災害応急対策を遂行するためには、機関ごとに情報収集・伝達体

制を確立し、災害状況の実態を的確に把握し、緊急度の高い救援対策の需要を把握する必要がある。

このため、各防災関係機関は、事前に定められた情報収集・伝達体制の確立要領に従い、保有して

いる情報伝達手段を効果的に確保・運用し、各種災害情報を収集・伝達するとともに、組織内・組

織間において通信・情報連絡を行う。 

 

(1) 被災地の情報収集支援 

被害が甚大であればあるほど、被災地からの情報収集は困難となる。そのため現地災害対策本

部からの支援はもとより、周辺の機関又は県、市町村等から人員を派遣し、積極的な情報収集を

行う必要がある。 
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２ 情報管理（通信連絡）体制の確立 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、土木部、警察本部）、市町村、消防本部、空港管理事務所、自衛隊、海

上保安官署、航空会社、航空関連会社等 

 

(1) 県 

航空災害発生時の迅速、的確な情報の収集及び伝達を図るための通信手段の確保については、

通常の通信手段を利用するほか、特に必要があるときは、電話の優先利用、各防災関係機関の専

用電話及び無線通信施設等を利用し、防災関係機関相互の災害応急対策活動の円滑な遂行を図る

ものとする。 

 

(2) 市町村 

ア 市町村の情報管理体制の確立 

航空災害発生時の市町村の通信連絡系統としては、市町村防災行政無線を基幹的な通信系統

とするほか、ＮＴＴ一般加入電話（災害時優先電話、各種携帯電話、緊急・非常電話を含む）

を効果的に運用できるよう、関係機関等との連絡用電話を事前に指定することにより連絡窓口

を確立し、防災活動用の電話に不要不急の問い合わせが入らないようにしておくなどの運用上

の措置を講ずる。 

イ 市町村の情報連絡手段の確保 

航空災害発生時の市町村の無線通信連絡体制として、整備済みの市町村防災行政無線や地域

防災無線等をはじめ、防災相互無線等を含めた効果的な運用体制を確立する。 

また、ＮＴＴ一般加入電話をはじめ地域ごとに整備されているＣＡＴＶ、有線放送電話、農

協・漁業電話等を含めたその他の各種通信手段を適宜組み合わせて、災害時の重要通信を確

保・運用できる体制を確立する。 

 

(3) 関係機関等 

ア 関係機関等の情報管理体制 

関係機関等は、航空災害に迅速・的確に対処するため、各機関が整備・保有している通信連

絡手段を効果的に確保・運用し、的確に情報を収集・伝達できる体制を確立する。 

イ 関係機関等の情報連絡手段の確保 

関係機関等は、関係機関相互に通話できる通信連絡手段である防災相互無線等を効果的に運

用し、情報連絡体制を確立する。 

 

３ 情報等の収集・伝達 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課、土木部、警察本部）、市町村、消防本部、空港管理事務所、

自衛隊、海上保安官署、航空会社、航空関連会社等 

 

被害状況の迅速かつ的確な把握は、災害対策要員の動員、応援要請、救援物資・資機材の調達な

ど、あらゆる災害応急対策の基本となる重要な事項である。 

市町村をはじめ防災関係機関は、災害の発生に際して、速やかに管内又は所管業務に関する被害

状況等を迅速かつ的確に把握し、関係機関に伝達する。 

各空港を管轄する空港管理事務所は、それぞれ「消火救難計画」や「消火救難隊業務要領」を定

めており、空港管理事務所と管轄消防本部との間では「空港及びその周辺における消火救難活動に

関する協定」が、県知事と県医師会との間では「空港医療救護に関する協定」が定められている。 

このため、各空港及び空港周辺において航空災害が発生し、消火救難・医療救護を要する緊急事

態であることを覚知した場合、空港管理事務所は、これらの計画、業務要領、協定等に基づき管轄

消防本部又は県医師会に通報を行う。 
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(1) 情報等の収集・伝達系統 

 各空港管理事務所における情報等の収集・伝達系統図は次のとおりである。 

 

ア 出雲空港の場合 
 

 

（注）図中、組織・団体名の下に電話番号及びFAX番号（カッコ内）を明記 

  

関西航空地方気象台

出雲航空気象観測所

0853-72-4390

日本赤十字社島根県支部

0852-21-4237

第八管区海上保安本部美保航空基地

0859-45-1100

出雲空港管理事務所

0853-72-0224 航空自衛隊美保基地

(0853-72-9732) 0859-45-0211(0859-45-0211)

島根県医師会

0852-21-3454

斐川消防署

0853-72-0800

永瀬石油(株)出雲空港サービス

0853-72-0572

島根県立中央病院

0853-22-5111

島根県知事

(防災部防災危機管理課) 関係各課・支庁・県土整備事務所等

大阪航空局出雲空港出張所

0853-72-0129

企業警備保障(株)出雲空港消防隊

0853-72-8230

土木部港湾空港課 出雲保健所

0852-22-6370 0853-21-1190

(0852-31-6247)

宍道湖漁業協同組合

0852-21-3391

0853-72-6734

総務省消防庁

平日（9:30～18:15）03-5253-7527(03-5253-7537)

平日（18:15～9:30）・休日 03-5253-7777(03-5253-7553)

0852-22-5885(0852-22-5930)

※休日・夜間(危機管理当直) 市町村・関係機関

0852-22-5885

陸上自衛隊出雲駐屯地

国土交通省航空局安全企画課

大阪航空局

03-5253-8696

総務部安全企画・保安対策課

(0853-72-4667)

0853-72-0001

島根県防災航空管理所

0853-72-7661

出雲空港ターミナルビル(株)

0853-72-7501

出雲市斐川支所

0853-73-9000

日本空港(株)

出雲空港駐在員事務所

（地域振興課空港対策室）

出雲市消防本部(119番)

日本航空(株)山陰支店

(株)JALエンジニアリング

0853-72-6323 0852-28-1222

06-6949-6212

0853-24-0110

出雲警察署(110番)

島根県警察本部航空隊

0853-72-0131

0852-22-8205(0852-27-0969)

企業警備保障(株)出雲空港派遣隊

ＮＴＴ西日本島根支店

0853-21-2119

出雲警察署出雲空港派出所 0853-21-1045

島根大学医学部附属病院

0853-23-2111

日本エアコミューター(株)

大阪整備グループ出雲駐在

0853-72-5581

出雲医師会

0853-21-1131

0853-72-7525

出雲空港整備事業所

各ビルテナント

(ヤマトグローバルエキスプレス

(株)松江営業所含む)

(株)フジドリームエアラインズ

出雲空港支店

03-5253-8696

（県立中央病院内）

0853-30-6688

ドクターヘリ運航管理室



第３編 事故災害等対策計画 
第３章 航空災害対策計画 
第２節 災害応急対策 

- 421 - 

イ 石見空港の場合 
 

 

 

  

大阪ﾌﾗｲﾄｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

06-6843-1124

関西空港地方気象台観測課現業

072-455-1256

石見空港消防隊

(石見空港ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ(株))

益田市医師会

0856-22-3611

益田県土整備事務所 益田赤十字病院

0856-31-9633 0856-22-1480

(0856-31-9701) 益田保健所

0856-31-9533

土木部港湾空港課 ＪＦしまね益田支所

0852-22-5934 0856-23-0690

(0852-31-6247)

石見空港管理所 島根県医師会

0856-24-0002 0852-21-3454

(0856-23-5491) 0852-22-5885(0852-22-5930)

0852-22-5885

陸上自衛隊出雲駐屯地

益田警察署石見空港派出所 0853-21-1045

0856-22-2118

益田警察署(110番)

0856-22-0110

益田広域消防本部(119番) 浜田海上保安部

0856-31-0119 0855-27-0771

(0856-31-0255)

益田市(観光交流課)

0856-31-0990

(0856-23-5001)

全日本空輸(株)

石見空港所 企業警備保障(株)石見空港派遣隊

0856-24-0028 0856-23-7375

国際空港給油(株)石見空港事務所

0856-24-1136

石見空港ターミナルビル(株)

(0856-24-2570)

0856-24-0010 各ビルテナント

関係各課・支庁・県土整備事務

所等

島根県知事

(防災部防災危機管理課)

※休日・夜間(危機管理当直) 市町村・関係機関

総務省消防庁

平日（9:30～18:15）03-5574-0125(03-5253-7537)

平日（18:15～9:30）・休日 03-5253-7777(03-5253-7553)

0855-24-0435(0855-24-0438)

ＮＴＴフィールドテクノ中国支店島根営業所浜田フィールド

サービスセンター
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ウ 隠岐空港の場合 

 

※ イ・ウ共に、図中、組織・団体名の下に電話番号及びFAX番号（カッコ内）を明記 

 

(2) 情報の収集・把握 

概括的な情報も含め被害情報を迅速・確実に収集し、被害規模を早期に把握することは、災害

応急対策を効果的に実施するうえで不可欠である。このため、県は次の方法によるほか、可能な

限り多様な方法により情報収集に努める。また、海上自衛隊は、自衛隊法第83条に基づく第八管

区海上保安本部からの災害派遣要請により、初期の情報収集を行う。 

ア 市町村、消防本部からの情報収集 

 被災市町村又は被災周辺市町村から、総合防災情報システム等により情報収集する。 

イ 防災関係機関からの情報収集 

ライフライン、公共交通関係機関等が把握する情報を電話、FAX等により収集する。また、

海上自衛隊又は第八管区海上保安本部等へ災害派遣要請を行い、航空機、ヘリコプター、船艇

等を用い監視して得た情報を収集する。 

大阪ﾌﾗｲﾄｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

06-6843-1124

関西空港地方気象台観測課現業

072-455-1256

隠岐支庁県土整備局 島後医師会

08512-2-9723 08512-2-1368

(08512-2-9759) 隠岐支庁隠岐保健所

08512-2-9701

土木部港湾空港課

0852-22-5934 隠岐海上保安署

(0852-31-6247) 08512-2-4999

ＪＦしまね西郷支所

隠岐空港管理所 08512-2-1431

08512-2-0703

(08512-2-6250) 島根県医師会

0852-22-5885(0852-22-5930) 0852-21-3454

※休日・夜間(危機管理当直)

隠岐の島警察署(110番) 航空自衛隊美保基地

08512-2-0110 0859-45-0211(0859-45-0211)

隠岐広域消防本部(119番)

08512-2-2299

隠岐の島町(総務課)

08512-2-2111

(08512-2-6005)

一畑ﾄﾗﾍﾞﾙ航空部隠岐空港所 (株)セノン隠岐空港保安隊

08512-2-1221 08512-2-7390

(株)セノン隠岐空港消防隊 各ビルテナント

島根県知事

(防災部防災危機管理課)

隠岐病院

08512-2-1356

08512-2-9560(08512-2-9571)

関係各課・支庁・県土整備事務

所等

市町村・関係機関0852-22-5885

総務省消防庁

平日（9:30～18:15）03-5253-7527(03-5253-7537)

平日（18:15～9:30）・休日 03-5253-7777(03-5253-7553)

ＮＴＴフィールドテクノ中国支店島根営業所隠岐フィールド

サービスセンター



第３編 事故災害等対策計画 
第３章 航空災害対策計画 
第２節 災害応急対策 

- 423 - 

ウ 航空機、ヘリコプター等による情報収集 

海上自衛隊や海上保安庁の航空機等による上空からの目視、県防災ヘリコプターや警察用航

空機のヘリコプターテレビ電送システム等を活用して収集する。 

エ 現地災害対策本部からの情報収集 

 現地災害対策本部を設置したときの派遣職員等から携帯電話、無線等により情報収集する。 

 

第３ 災害応急活動体制の確立 

 

１ 基本的事項 

航空機の墜落等の大規模な航空災害が発生した場合において、県、市町村、防災関係機関は一致

協力して、災害の拡大防止及び被災者の救援救護に努める。また、県、市町村、防災関係機関は、

被害の発生を最小限にとどめるため、収集された情報を基に、必要な組織、動員その他の災害応急

体制を速やかに確立する。 

 

２ 県の活動体制の確立 

(1) 関係課の事務分掌 

航空災害に係る主な関係課の分掌事務は、次のとおりとする。 

 

課  名 分    掌    事    務 

防災危機管理課 ・航空災害に関する情報の収集に関すること。 

・関係市町村等との情報連絡に関すること。 

・被害状況等の取りまとめに関すること。 

・関係機関との連絡に関すること。 

医療政策課 ・医療機関、県医師会、日本赤十字社島根県支部等との連絡に関する

こと。 

・ＤＭＡＴの派遣及び医療救護班の編成及び派遣に関すること。 

・被災者の応急救護に関すること。 

障がい福祉課 ・ＤＰＡＴの派遣に関すること。 

港湾空港課 ・空港管理事務所との連絡に関すること。 

・関係各課及び関係機関との連絡調整に関すること。 

警備第二課 ・航空災害に係る罹災者の救出・救助に関すること。 

・現地情報の収集に関すること。 

 

(2) 配備体制 

 県は、航空災害の状況に応じて、次に掲げるところにより必要な配備体制をとる。 
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体

制 
基  準 

体 制 の 決 定 
動  員 

本  庁 地 方 機 関 

航 

空 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

 航空機が行方不

明となるなど、航空

災害が発生し、多数

の人的被害が生じ

るおそれがある場

合、又は多数の人的

被害が発生した場

合 

１ 防災危機管理課長

が関係課長と協議し

た結果を防災部長に

報告し、防災部長が決

定し、設置する 

２ 緊急性が高い場合

は、防災危機管理課長

が防災部長に報告し、

防災部長が決定し、設

置する 

１ 防災部長が決定し、

指示したとき 

１ 本庁 

  次に掲げる課の指

名する職員 

  各部局主管課 

  消防総務課 

  防災危機管理課 

  警察本部警備第二課 

  医療政策課 

  及び防災部長の指

名する職員 

 

２ 地方機関 

  防災部長、支庁長、

県土整備事務所長又

は県央県土整備事務

所大田事業所長が指

名する地方機関職員 

 

－ 

２ 支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が必要と認める

地区防災委員会の構

成機関の長と協議し

て決定し、設置する 

３ 緊急性が高い場合

は支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が決定し、設置す

る 

災 
 

害 
 

対 
 

策 
 

本 
 

部 

 災害の規模及び

範囲から、特に対策

を要すると知事が

認めた場合 

１ 知事が決定し、設置

する 

２ 防災部長が関係部

長と協議した結果を

知事に報告し、知事が

決定し、設置する 

３ 事故対策本部長(防

災部長)が関係部長と

協議した結果を知事

に報告し、知事が決定

し、設置する 

１ 知事が決定し、指示

する 

１ 本庁 

  次に掲げる課の指

名する職員 

  各部局主管課 

  消防総務課 

  防災危機管理課 

  (港湾空港課 

※空港周辺) 

  警察本部警備第二課 

  医療政策課 

  障がい福祉課 

  及び知事の指名す

る職員 

 

２ 地方機関 

  知事、支庁長、県土

整備事務所又は県央

県土整備事務所大田

事業所長が指名する

地方機関職員 

 

－ 

２ 緊急性が高い場合

は、支庁長、県土整備

事務所長又は県央県

土整備事務所大田事

業所長が決定し、直ち

に知事に報告する 

３ 緊急性が高い場合

は、地区対策本部長

(支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長)が決定し、直ち

に知事に報告する 

（ ）内は、必要に応じて配備される課名  
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(3) 航空災害対策本部及び災害対策本部の設置・運営 

ア 航空災害対策本部 

（ア）設置の基準 

防災部長は、航空機が行方不明となるなど、航空災害が発生し、多数の人的被害が生じる

おそれがある場合、又は多数の人的被害が発生した場合、航空災害対策本部を設置する。 

（イ）廃止の基準 

 航空災害対策本部は、おおむね次の基準により廃止する。 

ａ 発生が予想された危険がなくなり、対策の必要がなくなったと認められるとき。 

ｂ 応急対策がおおむね終了したと認められるとき。 

イ 災害対策本部 

知事は、災害の規模及び範囲から、特に対策を要すると認めた場合、災害対策本部の設置を

決定し、速やかに災害対策の推進に関し総合的かつ一元的な応急活動体制を確立する。災害対

策本部は、本部長・副本部長及び本部員を持って構成し、災害対策の基本的な事項を本部会議

において協議する。 

災害対策本部を設置したときは、島根県災害対策本部室（防災センター室）及び島根県災害

対策本部（６階講堂）を設営する。 

 

(4) 広域応援体制 

知事は、航空災害による被害が甚大であり、県をはじめ市町村や各防災関係機関単独では対処

することが困難と予想される場合において、人命又は財産の保護のため、他の都道府県及び市町

村、消防本部に広域応援要請を行い、広域応援体制を確立する。 

県は、災害応急対策を行うために必要な場合、指定行政機関、関係地方行政機関又は関係指定

公共機関に対し、職員の派遣を要請する。 

 

(5) 自衛隊の災害派遣要請 

知事は、航空災害による被害が甚大であり、県をはじめ市町村や各防災関係機関単独では対処

することが困難と予想される場合において、人命又は財産の保護のため、自衛隊法第83条の規定

に基づく自衛隊災害派遣要請をする。また、海上自衛隊は自衛隊法第83条に基づく空港事務所又

は第八管区海上保安本部からの災害派遣要請による活動にも対応する。 

 

２ 関係市町村の活動体制 

関係市町村は、航空機の墜落等の大規模な航空災害が発生した場合には、迅速かつ的確に応急措

置を実施することができるよう、市町村地域防災計画の定めるところにより、速やかに航空災害対

策本部を設置する等必要な体制を確立する。 

 なお、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報する。 

 

３ 指定地方行政機関等の活動体制 

指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等は、航空機の墜落等の大規模な航空災害

が発生した場合には、迅速かつ的確に応急措置を実施することができるよう、法令又は防災業務計

画、防災に関する計画に基づき、速やかに航空災害対策本部を設置する等必要な体制を確立する。 

なお、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報する。 
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第４ 救急・救助、医療救護、捜索及び消火活動 

 

１ 基本的事項 

航空災害の発生時の捜索、救急・救助、医療救護及び消火活動に当たっては、事前に県知事と島

根県医師会が締結した空港医療救護に関する協定書に基づき、双方の協力の下に、救急・救助、医

療救護活動を実施する。また、各空港管理事務所と各消防本部が締結した空港及びその周辺におけ

る消火救難活動に関する協定書に基づき、消火救難活動を実施する。 

活動に当たっては、災害の発生場所（空港内での発生か、空港周辺での発生か）に応じて初動体

制を確立するが、被災地が不明だが墜落の可能性があり捜索の要請を受けた場合も含めて、状況に

応じた体制や指揮系統を確立する。 

 

２ 空港内で発生した場合の救急・救助、医療救護及び消火活動 

(1) 救急・救助、医療救護活動 

   ◆実施機関 県（地域振興部、健康福祉部、警察本部）、市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、自衛隊、医

療機関、島根県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会、県看護協会、日本赤十字社島根県支部 

 

ア 救急・救助、医療救護体制の確立 

空港内で航空災害が発生した場合の救難活動は、空港管理事務所が一次的にこれに当たり、

管轄する各消防本部が必要に応じて出動する。 

県は、市町村及び消防本部、ＤＭＡＴ指定医療機関、島根県医師会、県歯科医師会、県薬剤

師会、県看護協会、日本赤十字社島根県支部等と連携を図りながら、航空災害に伴う傷病者等

の発生状況について情報収集を行い、それに基づいて、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ及び医療救護班の

派遣など迅速かつ適切な医療救護活動を行う。 

なお、具体的な事項については、「島根県災害時医療救護実施要綱」及び「島根県ＤＰＡＴ

実施要領」による。 

イ 救護所の設置 

救護所の設置は、被災現場、避難場所など災害の状況等を判断し、二次的災害の危険がなく、

傷病者の搬送、応急処置及び救急搬送に至便な位置とする。 

ウ 医薬品・医療用資器材等の調達 

県は、医薬品・医療用資器材等の要請があった場合は、災害救助に必要な医薬品・医療用資

器材等の確保のため、医薬品等取扱業者等から調達し、緊急輸送する。 

エ トリアージの実施 

災害現場においては、救急活動を効率的に実施するため、緊急度に基づく治療の優先度判定

（トリアージ）をし、救命措置の必要な負傷者を優先して搬送する必要がある。そのため、緊

急度に基づく治療の優先度判定を行うトリアージ・タッグを活用し、救護活動を実施する。 

オ 負傷者の搬送 

負傷者の救護のため受入を必要とする場合は、災害拠点病院を中心に受け入れ、該当機関の

ない地区については関係医師会等の協力を求める。 

県及び関係機関は、応急手当の後、入院治療や高度医療を要する負傷者の施設等への後方搬

送については、受入施設までの交通状況、道路状況（緊急輸送道路の状況）、ヘリポートの状

況等の情報を収集し、迅速に実施する。 

なお、搬送能力が不足する場合は、消防団員、関係機関、国、関係県等に医療機関への搬送

協力を求めるなど、連絡を密にし、効率的な活動を行う。 
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(2) 消火活動 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課）、市町村、消防本部 

 

ア 県の消火活動体制 

空港内で火災が発生した場合、空港の管理事務所が一次的にこれに当たり、管轄する各消防

本部が必要に応じて出動する。 

県は、災害現場の状況を迅速かつ的確に把握するため、防災ヘリコプターによる上空からの

被害調査を行う。その際、ヘリコプターテレビ電送システム等による画像情報を活用する。 

イ 市町村、消防本部の消火活動 

航空機火災の消火活動は、火災が特異な様相を呈するため状況判断がしにくいこと、ほとん

どの火災が人命危険を伴った油火災であり、迅速な行動と高度な技術を持って対処しなければ

ならないこと、空港消防隊その他の関係機関と緊密な連携活動が要求されること等から極めて

困難なものとなる。従って、消防活動に当たっては、乗客、乗員及び付近住民の人命救助に主

眼を置き、空港消火救難隊との緊密な連携のもとに、住宅等周囲の消防対象物への延焼防止を

図る。 

ウ 広域消防応援体制 

消防本部は、現有の消防力（装備・車両・水利等）の総力をあげ、災害状況によっては他の

地域からの応援を得て、関係機関等と効果的に連携し、消防活動を実施する。 

（ア）島根県下市町村及び消防にかかる一部事務組合の相互応援に関する協定 

航空機火災の発生により所轄する市町村等の消防力で火災の防御が困難な場合には、被災

市町村・消防一部事務組合は、県内の他の市町村・消防一部事務組合に対し、消防機関によ

る応援の要請をする。 

島根県地域防災計画（資料編）「島根県下市町村及び消防にかかる一部事務組合の相互応

援に関する協定」参照。 

（イ）緊急消防援助隊等による応援 

航空機火災に関する情報を収集した結果、県内の消防力を結集しても火災の防御が困難で

あると認められる場合、知事は、消防組織法第44条の規定に基づき、消防庁長官に対して緊

急消防援助隊や他の都道府県及び消防機関が保有するヘリコプターの派遣を求める広域航

空応援等の要請を行う。 

エ 消防団の活動 

消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動し、消防団長は、現場指揮本部において消

防団の指揮に当たる。 

 消防団隊は、消防署隊との連携を密にし、消防活動に従事する。 

 

３ 空港周辺で発災した場合の救急・救助、医療救護及び消火活動 

(1) 救急・救助、医療救護活動 

   ◆実施機関 県（地域振興部、健康福祉部、警察本部）、市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、自衛隊、医

療機関、島根県医師会、県歯科医師会、県看護協会、日本赤十字社島根県支部 

 

ア 救急・救助、医療体制の確立 

空港周辺で発災した場合の救難活動は、管轄する各消防本部が一次的にこれに当たり、空港

管理事務所が必要に応じて出動する。 

県は、市町村及び消防本部、ＤＭＡＴ指定医療機関、島根県医師会、県歯科医師会、県薬剤

師会、県看護協会、日本赤十字社島根県支部等と連携を図りながら、航空災害に伴う傷病者等

の発生状況について情報収集を行い、それに基づいて、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ及び医療救護班の

派遣など迅速かつ適切な医療救護活動を行う。 
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なお、具体的な事項については、「島根県災害時医療救護実施要綱」及び「島根県ＤＰＡＴ

実施要領」による。 

イ 救護所の設置 

救護所の設置は、被災現場、避難場所など災害の状況等を判断し、二次的災害の危険がなく、

傷病者の搬送、応急処置及び救急搬送に至便な位置とする。 

ウ 医薬品・医療用資器材等の調達 

県は、医薬品・医療用資器材等の要請があった場合は、災害救助に必要な医薬品・医療用資

器材等の確保のため、医薬品等取扱業者等から調達し、緊急輸送する。 

エ トリアージの実施 

災害現場において、救急活動を効率的に実施するために、緊急度に基づく治療の優先度判定

（トリアージ）をし、救命措置の必要な負傷者を優先して搬送する必要がある。そのため、緊

急度に基づく治療の優先度判定を行うトリアージ・タッグを活用し、救護活動を実施する。 

オ 負傷者の搬送 

負傷者の救護のため受入を必要とする場合は、災害拠点病院を中心に受け入れ、該当機関の

ない地区については関係医師会等の協力を求める。 

県及び関係機関は、応急手当の後、入院治療や高度医療を要する負傷者の施設等への後方搬

送については、受入施設までの交通状況、道路状況（緊急輸送道路の状況）、ヘリポートの状

況等の情報を収集し、迅速に実施する。 

なお、搬送能力が不足する場合は、消防団員、関係機関、国、関係県等に医療機関への搬送

協力を求めるなど、連絡を密にし、効率的な活動を行う。 

 

(2) 捜索 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課）、市町村、消防本部、自衛隊 

 

警察本部、消防本部は、墜落現場が不明の場合又は航空機の行方が不明になるなど航空災害発

生のおそれがある場合、ヘリコプター、船舶等を活用して、捜索活動を実施する。捜索は、人命

危険の大きい場所から順次実施し、生存者等の迅速な発見に努める。 

市街地に航空機が墜落した場合は、航空機搭載燃料が周辺に飛散し、これに引火するため、瞬

時に大火面が形成され、大規模市街地火災に発展する危険があるとともに、民家及び航空機内に

は、多数の要救助者がいることも予想されるので、覚知と同時に多くの消防隊を結集して、人命

救助、避難誘導及び市街地火災の延焼防止を重点的に、消火活動を実施する。 

 

(3) 消火活動 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課）、市町村、消防本部 

 

ア 県の消火活動体制 

空港周辺で火災が発生した場合、管轄する各消防本部が一次的にこれに当たり、必要に応じ

て空港管理事務所が出動する。 

県は、災害現場の状況を迅速かつ的確に把握するため、防災ヘリコプターによる上空からの

被害調査を行う。その際、ヘリコプターテレビ電送システム等による画像情報を活用する。ま

た、大火が予想されるときは、直ちに関係市町村に対し、防御の措置を講ずるよう指示する。 

イ 市町村、消防本部の消火活動 

航空機火災の消火活動は、火災が特異な様相を呈するため状況判断がしにくいこと、ほとん

どの火災が人命危険を伴った油火災であり、迅速な行動と高度な技術を持って対処しなければ

ならないこと、空港消防隊その他の関係機関と緊密な連携活動が要求されること等から極めて

困難なものとなる。従って、消防活動に当たっては、乗客、乗員及び付近住民の人命救助に主

眼を置き、空港消火救難隊との緊密な連携のもとに、住宅等周囲の消防対象物への延焼防止を
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図る。 

ウ 広域消防応援体制 

消防本部は、現有の消防力（装備・車両・水利等）の総力をあげ、災害状況によっては他の

地域からの応援を得て、関係機関等と効果的に連携し、消防活動を実施する。 

（ア）島根県下市町村及び消防にかかる一部事務組合の相互応援に関する協定 

航空機火災の発生により所轄する市町村等の消防力で火災の防御が困難な場合には、被災

市町村・消防一部事務組合は、県内の他の市町村・消防一部事務組合に対し、消防機関によ

る応援の要請をする。 

島根県地域防災計画（資料編）「島根県下市町村及び消防にかかる一部事務組合の相互応

援に関する協定」参照。 

（イ）緊急消防援助隊等による応援 

航空機火災に関する情報を収集した結果、県内の消防力を結集しても火災の防御が困難で

あると認められる場合、知事は、消防組織法第44条の規定に基づき、消防庁長官に対して緊

急消防援助隊や他の都道府県及び消防機関が保有するヘリコプターの派遣を求める広域航

空応援等の要請を行う。 

エ 消防団の活動 

消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下に行動し、消防団長は、現場指揮本部において消

防団の指揮に当たる。消防団隊は、消防署隊との連携を密にし、消防活動に従事する。 

 

４ 油流出・漏洩、水質汚濁等への対応 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課）、消防本部、空港管理事務所 

 

県（防災部防災危機管理課）、消防本部及び空港管理事務所は、航空災害に伴って生じた機体か

らの油流出、漏洩や周辺海域等の水質汚濁に対する防除活動を実施する。 

 

第５ 交通の確保 

 

１ 基本的事項 

航空災害発生時には、緊急車両や一般車両の流入による交通渋滞が発生し、緊急輸送等の支障が

予想される。また、海上においても海上輸送や航路障害等の発生が予想される。 

 このため、迅速かつ適切に交通規制を実施し、緊急輸送等のための交通を確保する。 

 

２ 交通規制の実施 

   ◆実施機関 県（地域振興部、土木部、警察本部）、市町村、第八管区海上保安本部、中国地方整備局、自衛隊、

西日本高速道路株式会社 

 

(1) 交通規制の実施方法 

警察本部は、緊急輸送を確保するため、直ちに一般車両の通行を禁止するなどの交通規制を行

うものとする。 

 第八管区海上保安本部は、緊急輸送を円滑に行うため、必要に応じて、船舶の交通を制限し、

又は禁止する。 

 

(2) 道路管理者と警察機関の相互連絡 

道路管理者と警察機関は相互に密接な連絡をとり、交通の規制をしようとするときは、あらか

じめ規制の対象、区間、期間及び理由を道路管理者にあっては警察機関へ、警察機関にあっては

道路管理者へそれぞれ通知する。ただし、緊急を要する場合であらかじめ通知するいとまがない

ときは、事後においてこれらの事項を通知する。 
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(3) 迂回路等の設定 

実施者は、道路の損壊又は緊急通行車両の通行確保等のため、交通規制を実施した場合、適当

な迂回路を設定し、必要な地点に標示するなどの方法によって一般交通に対し、できる限り支障

のないように努める。 

 

(4) 規制の標識等 

交通規制を行った場合は、それぞれの法令の定めるところにより規制の標識を設置する。ただ

し、緊急な場合又は標識を設置することが困難又は不可能なとき等は、適宜の方法により、とり

あえず交通規制をしたことを明示し、必要に応じ警察官等が現地において指導に当たる。 

 

(5) 規制の広報・周知 

実施者は規制を行った場合は、関係機関に通知するとともに島根県道路規制情報システム及び

報道機関を通じて一般住民に周知徹底する。 

 

(6) 規制の解除 

交通規制の解除は、実施者が規制解除の判断を行い、通行の安全を確保した後、速やかに行う

ものとし、当該規制区間を管轄する警察署長に通知するとともに関係機関に連絡する。 

 

第６ 災害広報等 

 

１ 基本的事項 

航空機の墜落等の大規模な航空災害が発生した場合には、県、市町村、消防本部を中心に、現有

の広報手段を駆使して、災害状況によっては報道機関への放送要請を行うなど関係機関等と効果的

に連携し、災害広報を実施する。 

 

２ 災害広報の実施 

   ◆実施機関 県、市町村、消防本部、報道機関 

 

(1) 情報発信活動 

ア 各種情報の収集・整理 

県は、関係機関との情報交換を密にし、航空災害対策に関する各種情報を収集・整理する。

この場合には、情報収集系統に混乱が生じないように留意する。 

また、災害発生初期には、不正確な情報が伝達される可能性があるため、できる限り正確な

情報の収集に努める。 

イ 情報発信 

災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関などの情報、それぞれの

機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインターネット、広報

紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する。 

なお、県及び市町村、指定行政機関、公共機関、航空運送事業者等は、情報の公表あるいは

広報活動の際、その内容について、相互に連絡をとりあう。 

 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

災害発生初期には、報道機関からの取材等各種問い合わせが集中する可能性がある。このため、

広報部門での対応のほか、各部門での広報責任者を明確にすることにより、適切に対応できるよ

う努める。 


